



























































件」（the Mary Ellen child abuse case）（９）にまで遡ることができる。しかしながら，これが単なる局
所的な問題としてではなく広く社会問題として捉えられ出したのは，とりわけ 1960年代に入って




















た「児童虐待通告法」（child abuse reporting laws）（12）がその最初の立法群であり，またこれと同時期
に全米各地に設立された「児童保護機関」（Child Protective Services, CPS）が，その虐待通報の窓口
及び事実関係の調査に当たることとなった。
さらに 1970年代に入ると，州レベルのみならず連邦レベルでの法制度の拡充が図られるようにな




省（Department of Health and Human Services）内に「児童虐待・ネグレクトに関する全米対策セン

















の代表的なものとしては，「共感の根」（Roots of Empathy, 1981），「子どもの発達，ペアレンティング，
親の発達」（Child Development, Parenting, Parent Development, 1984），「ペアレンティングへの教育：
ケア・カリキュラム方法の学習」（Education for Parenting: Learning How to Care Curriculum, 1989），


































うのもラフォレットは，以下で述べるように，あくまで J.S.ミル（John Stuart Mill, 1806–1873）流の
リベラリズムの原則に基づいてこのライセンス化の主張を展開しているのである。このことを明らか
にするために，ここで彼の主張を要約するならば，それは次の四点にまとめられるであろう（20）。
































































































































　⑻ Hugh LaFollette, “Licensing Parents”, in Philosophy and Public Affairs, 9: 2, 1980, pp. 182–97
　⑼ 当時 8歳であったメアリー・エレンが，養父母のコノリー夫妻によって約 6年間，身体的・心理的な虐待
を受けていたことが問題となった事件。この事件がきっかけとなって，同年の 1874年に世界初の児童虐待対
策機関であるニューヨーク児童虐待防止協会が創立された。
　⑽ C. Henry Kempe, Frederic N. Silverman, Brandt F. Steele, William Droegemuller, Henry K. Silver, “The 
Battered Child Syndrome”, in  Journal of the American Medical Association, 181, 1962, pp. 17–24




警察関係者などへと拡大されている。そして通報があった際には，郡児童福祉部局（county child welfare 
agency）が調査を行ない，児童の保護が必要と考えられる場合に少年裁判所に保護の申立てをすることとなっ
ている。これに関しては，Official California Legislative Information内の‘Penal Code Section 11164–11174.3’
のページを参照（最終確認 2011年 4月 15日）。http://www.leginfo.ca.gov/cgi-bin/waisgate?WAISdocID=7503
7614894+3+0+0&WAISaction=retrieve
　⒀ Cf. Cowan, P. A., Powell, D., & Cowan, C. P., “Parenting Interventions: A Family Systems Perspective”, in 
William Damon, Irving Sigel, & Ann Renninger （Eds.）, Handbook of Child Psychology, 5th ed., Vol. 4, Wiley, John 
& Sons, Incorporated, 1997, pp. 3–4
　⒁ ただし，親のライセンス化論者や虐待防止研究者の中には，このペアレンティングという語の使用を極力




十分に表現し得るものであるとしている（cf. Jack C. Westman, Breaking the Adolescent Parent Cycle: Valuing 
Fatherhood and Motherhood, University Press of America, 2009, p. 25）。
　⒂ Cf. Judith Schiffer （Ed.）, Preparing Tomorrow’s Parents Today, 2002, The Parenting Project , pp. 34–67





　⒅ Cf. the Children’s Bureau, Child Maltreatment 2008, Government Printing Office, 2010, p. 38
　⒆ 例えば，William Josephus Robinson, Eugenics, Marriage and Birth Control: Practical Eugenics, New York, 
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